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◆ユネスコ学習権宣言 （1985 年、第４回ユネスコ国際成人教育会議、於パリ） 

学習権は未来のためにとっておかれる文化的ぜいたく品ではない。 

それは、生存の欲求が満たされたあとに行使されるようなものではない。 

学習権は、人間の生存にとって不可欠な手段である。 

もし、世界の人々が、食糧の生産やその他の基本的人間の欲求が満たされることを望むな

らば、世界の人々は学習権をもたなければならない。 

もし、女性も男性も、より健康な生活を営もうとするなら、彼らは学習権をもたなければならな

い。 

もし、わたしたちが戦争を避けようとするなら、平和に生きることを学び、お互いに理解し合う

ことを学ばねばならない。 

 

◆日本国憲法 （昭和 21 年公布） 

第 25 条（生存権） 

すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。 

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増

進に努めなければならない。 

第 26 条 （教育を受ける権利） 

すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を

有する。 

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる

義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。 

  

◆教育基本法 （昭和 22 年公布、平成 18 年改正） 

第 12 条（社会教育） 

個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方公共団体

によって奨励されなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校

の施設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興

に努めなければならない。 

 

◆社会教育法 （昭和 24 年公布） 

第５章 公民館 

第 20 条 （目的） 
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公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び

文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を

図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 

◆図書館法 （昭和 25 年公布） 

第 1 条（目的） 

この法律は、社会教育法 （昭和二十四年法律第二百七号）の精神に基き、図書館の設置

及び運営に関して必要な事項を定め、その健全な発達を図り、もつて国民の教育と文化の

発展に寄与することを目的とする。  

第２条（定義）  

この法律において「図書館」とは、図書、記録その他必要な資料を収集し、整理し、保存して、

一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、レクリエーシヨン等に資することを目的とする

施設で、地方公共団体、日本赤十字社又は一般社団法人若しくは一般財団法人が設置す

るもの（学校に附属する図書館又は図書室を除く。）をいう。 

第 3 条（図書館奉仕）  

図書館は、図書館奉仕のため、土地の事情及び一般公衆の希望に沿い、更に学校教育を

援助し、及び家庭教育の向上に資することとなるように留意し、おおむね次に掲げる事項の

実施に努めなければならない。（以下略） 

 


